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(単位：千円)

資産の部

Ⅰ　固定資産

1　有形固定資産

土地

建物

減価償却累計額

減損損失累計額

構築物

減価償却累計額

減損損失累計額

工具器具備品

減価償却累計額

図書

美術品・収蔵品

船舶

減価償却累計額

車両運搬具

減価償却累計額

建設仮勘定

有形固定資産合計

2　無形固定資産

特許権

ソフトウェア

電話加入権

特許権等仮勘定

その他

無形固定資産合計

3　投資その他の資産

破産更生債権等

貸倒引当金

投資有価証券

長期貸付金

長期前払費用

その他

投資その他の資産合計

固定資産合計

Ⅱ　流動資産

現金及び預金

未収学生納付金収入

未収附属病院収入

徴収不能引当金

未収入金

有価証券

医薬品及び診療材料

前渡金

前払費用

未収収益

未収消費税

その他

流動資産合計

資産合計

△ 55,322,895

貸　借　対　照　表
（令和6年3月31日）

86,804,202

92,728,217

5,012

△ 621,672 36,783,649

733,672

△ 566,435

△ 20,708 146,528

37,695,852

△ 25,820,204 11,875,648

561,812

19,400

18,910

296,889

73,733

1,349

△ 5,012 0

26,928

△ 17,729 9,198

149,244

154,194

136,354,634

53,652

473

△ 473 -

2,696,501

139,389,920

4,500

12,730

24,664

2,738,395

18,419,537

28,245,466

8,539,227

△ 205,020 8,334,206

320,708

200,000

790,042

16,440

10,505

119,970

43

32,154

1,856

167,635,386
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負債の部

Ⅰ　固定負債

長期繰延補助金等（注）

長期寄附金債務（注）

大学改革支援・学位授与機構債務負担金

長期借入金

引当金

退職給付引当金

資産除去債務

長期未払金

固定負債合計

Ⅱ　流動負債

運営費交付金債務（注）

預り施設費（注）

預り補助金等（注）

寄附金債務（注）

前受受託研究費（注）

前受共同研究費（注）

前受受託事業費等（注）

前受金

科学研究費助成事業等預り金

預り金

一年以内返済予定長期借入金

未払金

未払費用

引当金

賞与引当金

流動負債合計

負債合計

純資産の部

Ⅰ　資本金

政府出資金

資本金合計

Ⅱ　資本剰余金

資本剰余金

減価償却相当累計額(△)（注）

減損損失相当累計額(△)（注）

利息費用相当累計額(△)（注）

除売却差額相当累計額（△）（注）

資本剰余金合計

Ⅲ　利益剰余金

前中期目標期間繰越積立金（注）

教育研究等改善充実積立金（注）

積立金

当期未処理損失

（うち当期総損失）

利益剰余金合計

純資産合計

負債純資産合計

（注）これらは、国立大学法人等固有の会計処理に伴う勘定科目です。

1,623,639 1,623,639

1,449,408

146,739

1,193,689

15,387,855

1,043,967

870,244

1,097,913

21,769,490

301,832

110,788

18,346

5,569,694

2,213,058

1,063,784

360,820

357,451

21,455,882

43,225,373

596,439

一年以内返済予定大学改革・
学位授与機構債務負担金

510,254

810,290

7,816,640

243,063

439,449 439,449

75,590,586

75,590,586

40,677,504

△ 32,393,299

△ 471,767

43,262,469

△ 98,842

124,410,013

167,635,386

5,556,957

42,265,153

768,162

4,255,182

△ 4,026,029

(△ 4,026,029)

△ 2,156,637
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(単位：千円)

経常費用

業務費

教育経費

研究経費

診療経費

材料費

委託費

設備関係費

研修費

経費

教育研究支援経費

受託研究費

共同研究費

受託事業費等

役員人件費

教員人件費

常勤教員給与

非常勤教員給与

職員人件費

常勤職員給与

非常勤職員給与

一般管理費

財務費用

支払利息

その他

雑損

経常費用合計

経常収益

運営費交付金収益（注）

授業料収益（注）

入学金収益（注）

検定料収益

附属病院収益

受託研究収益（注）

共同研究収益（注）

受託事業等収益（注）

寄附金収益（注）

補助金等収益（注）

施設費収益（注）

財務収益

受取利息

その他財務収益

雑益

財産貸付料収入

特許権等収入

補助金等間接費収入（注）

研究関連収入（注）

その他

経常収益合計

経常損失

71,888,520

△ 1,781,274

1,918,495

1,589,185

8,200

12,171

1,169 13,341

492,523

78,061

14,361

655,505 1,658,564

418,112

73,669,794

13,643,780

1,622,653

187,473

42,646

72,519,546

1,010,651

215,968

29

16,508

44,972,725

4,892,575

1,122,909

123,058

123,088

197,793

178,895

9,463,851

146,174 9,610,026

15,074,836

3,322,004 18,396,841

4,734,222

損　益　計　算　書
（令和5年4月1日～令和6年3月31日）

1,251,343

2,929,927

19,605,747

5,083,876

6,077,386

6,153

2,688,074 33,461,239

649,346

1,109,910
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臨時損失

固定資産除却損

減損損失

その他の臨時損失

臨時利益

その他の臨時利益

当期純損失

前中期目標期間繰越積立金取崩額（注）

目的積立金取崩額（注）
当期総損失

（注）これらは、国立大学法人等固有の会計処理に伴う勘定科目です。

資本剰余金を減額したコスト等

当期総損失

減価償却相当額

減損損失相当額

除売却差額相当額

賞与引当増加相当額

退職給付引当増加相当額

小計

施設費収益相当額
資本剰余金を減額したコスト等を含めた損益相当額

科学研究費助成事業等

当期受入額

当期支出額

1,595,948

1,257,737

△ 66,733

693,734

△ 2,281,110

294,322
△ 6,012,817

△ 4,026,029

△ 2,434,872

△ 471,254

△ 1,984

△ 4,026,029

1,063

△ 4,982,174

954,253

1,891

1,063

3,028,213 3,201,963

24,455

149,295
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（単位：千円）

うち当期
総利益
（又は当
期総損

失）

75,590,586 75,590,586 37,810,876 △ 30,070,936 △ 513 △ 98,842 △ 2,042,144 5,598,440 45,791,712 - - 5,025,236 - 50,816,949 132,005,976

Ⅰ　資本金の当期変動額
Ⅱ　資本剰余金の当期変動額

固定資産の取得 294,322 294,322 294,322
固定資産の除売却 112,508 △ 114,493 △ 1,984 △ 1,984
固定資産の減損 △ 471,254 △ 471,254 △ 471,254

減価償却 △ 2,434,872 △ 2,434,872 △ 2,434,872

Ⅲ　利益剰余金の当期変動額
（１）　利益の処分
　　　　積立金への振替 770,054 4,255,182 △ 5,025,236 - -
（２）　その他
　　　　当期純損失 △ 4,982,174 △ 4,982,174 △ 4,982,174 △ 4,982,174

　　　　前中期目標期間繰越積立金取崩額 2,572,305 2,572,305 △ 3,526,559 954,253 954,253 △ 2,572,305 -
　　　　目的積立金取崩額 △ 1,891 1,891 1,891 - -

当期変動額合計 - - 2,866,627 △ 2,322,363 △ 471,254 - △ 114,493 △ 41,483 △ 3,526,559 768,162 4,255,182 △ 9,051,265 △ 4,026,029 △ 7,554,480 △ 7,595,963

当期末残高 75,590,586 75,590,586 40,677,504 △ 32,393,299 △ 471,767 △ 98,842 △ 2,156,637 5,556,957 42,265,153 768,162 4,255,182 △ 4,026,029 △ 4,026,029 43,262,469 124,410,013

当期変動額

減価償却
相当累計

額(△)

減損損失
相当累計

額(△)

利息費用
相当累計

額(△)

除売却差
額相当累
計額(△)

当期首残高

純 資 産 変 動 計 算 書

（令和５年４月１日～令和６年３月31日）

Ⅰ　資本金 Ⅱ　資本剰余金 Ⅲ　利益剰余金

純資産
合計政府

出資金
資本金
合計

資本
剰余金

教育研究
等改善充
実積立金

積立金

当期未処
分利益
（又は当
期未処理

損失）

利益剰余
金合計

資本
剰余金
合計

前中期目
標期間繰
越積立金
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(単位：千円)

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー

原材料、商品又はサービスの購入による支出

人件費支出

その他の業務支出

運営費交付金収入

授業料収入

入学金収入

検定料収入

附属病院収入

受託研究収入

共同研究収入

受託事業等収入

補助金等収入

補助金等の精算による返還金の支出

寄附金収入

その他の業務収入

預り金増減額

業務活動によるキャッシュ・フロー

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出

有価証券の償還による収入

有形固定資産の取得による支出

無形固定資産の取得による支出

定期預金の預入による支出

定期預金の払戻による収入

施設費による収入

小計

利息の受取額

投資活動によるキャッシュ・フロー

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入金の返済による支出

大学改革支援・学位授与機構債務負担金の返済による支出

長期借入れによる収入

リース債務の返済による支出

その他の財務支出

小計

利息の支払額

財務活動によるキャッシュ・フロー

Ⅳ 資金減少額

Ⅴ 資金期首残高

Ⅵ 資金期末残高

△ 11,508,221

29,927,759

18,419,537

1,367,558

△ 15,956,050

29,738

△ 15,926,312

△ 625,005

△ 552,793

3,457,706

△ 250,618

△ 538,533

1,490,755

△ 123,197

3,050,532

△ 596,699

200,000

△ 15,656,762

△ 107,285

△ 14,000,000

14,000,000

204,695

△ 19,924

1,443,308

187,934

42,898

44,401,836

5,691,888

1,055,306

194,568

1,842,212

△ 360,914

1,593,895

1,802,542

13,554,268

キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書

（令和5年4月1日～令和6年3月31日）

△ 38,228,413

△ 29,269,676

△ 881,198
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(単位：円)

Ⅰ 当期未処理損失

当期総損失

Ⅱ 損失処理額

前中期目標期間繰越積立金取崩額

Ⅲ 次期繰越欠損金

損失の処理に関する書類

4,026,029,148

4,026,029,148

4,026,029,148 4,026,029,148

-
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（重要な会計方針）

国立大学法人会計基準

 １．運営費交付金収益及び授業料収益の計上基準

次のものを除き、期間進行基準を採用しております。

２．減価償却の会計処理方法

（1）有形固定資産

　定額法を採用しております。

建物 ３～５０年

構築物 ３～６０年

工具器具備品 ３～１５年

（2）無形固定資産

　定額法を採用しております。
　なお、法人内利用のソフトウ ェアについては法人内における利用可能期間(５年)に基づいております。

３．賞与に係る引当金及び見積額の計上基準

注　　　　　記

　当事業年度より、改訂後の国立大学法人会計基準（「「国立大学法人会計基準」及び「国立大学法人会計基準注解」
報告書」（国立大学法人会計基準等検討会議　令和４年２月１０日改訂））及び「「国立大学法人会計基準」及び「国立
大学法人会計基準注解」に関する実務指針」（文部科学省　日本公認会計士協会　令和５年４月１３日最終改訂）（以
下「国立大学法人会計基準等」という。）のうち、収益認識に係る改訂内容を適用して、財務諸表等を作成しておりま
す。

退職一時金等に充当される運営費交付金 費用進行基準

特定のプロジェクトに充当される運営費交付金 業務達成基準

文部科学省が指定する機能強化経費、特殊要因経費
に充当される運営費交付金及び補正予算により措置さ
れた運営費交付金

文部科学省が指定する業務達成基準又は費用進行基
準

　耐用年数については、法人税法上の耐用年数を基準としておりますが、主な資産の耐用年数は以下のとおり
です。

　また、特定の償却資産（国立大学法人会計基準第７８）及び資産除去債務に対応する特定の除去費用等（国
立大学法人会計基準第８５）に係る減価償却相当額については、減価償却相当累計額として資本剰余金から控
除して表示しております。

　賞与引当金は、翌期以降の運営費交付金により財源措置がなされない教職員への賞与の支払に備えるため、当該
教職員に対する賞与支給見込額のうち、当事業年度に帰属する額を計上しております。

　なお、令和４事業年度までに受託研究収入等によって購入した固定資産は、研究期間で減価償却しておりま
す。一方、令和５事業年度に受託研究収入等によって購入した固定資産は、当該資産が当該研究の終了後に
他の目的に使用することが困難な場合には当該研究期間で減価償却し、当該資産を当該研究の終了後も使用
する予定である場合は税法上の法定耐用年数で減価償却しております。
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４．退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準並びに退職給付費用の処理方法

５．徴収不能引当金及び貸倒引当金の計上基準

６．有価証券の評価基準及び評価方法

（1）満期保有目的債券

　償却原価法（定額法）を採用しております。

（2）その他有価証券

時価のないものは移動平均法による原価法を採用しております。

７．収益および費用の計上基準

附属病院の診療に係る収益

８．たな卸資産の評価基準及び評価方法

（1）評価基準

　低価法を採用しております。

（2）評価方法

　医薬品及び診療材料については、当面の間、評価方法は最終仕入原価法により行っております。

９．外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準

１０．リース取引の会計処理

１１．消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理方法は、税込方式によっております。

　運営費交付金により財源措置がなされない職員の退職給付に備えるため、当該事業年度末における退職給付債務
の見込額に基づき計上しております。

　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率により、貸倒懸念債権及び破産更生債権
等については、個別の債権の回収可能性を検討して回収不能見込額を計上しております。

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については期間定額
基準によっております。過去勤務費用及び数理計算上の差異は、それぞれ発生した事業年度に全額費用処理してお
ります。

　附属病院の診療に係る収益は、主に健康保険組合等の保険者又は患者から支出された医療費（診療費）であ
り、当法人は患者に対して診療行為等のサービス等を引き渡す義務を負っております。当該履行義務は、診療
行為等のサービス等を実施した一時点において充足されると判断し、収益を認識しております。

　外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。

　リース料総額が３百万円未満のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処
理によっております。

  リース料総額が３百万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理
によっております。
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１２．財務諸表等の表示単位

（会計方針の変更）

受託研究費等財源の固定資産の耐用年数の変更

（貸借対照表関係）

１．当該事業年度における債務保証の総額 千円

２． 担保提供資産残高と対応する債務残高

担保提供資産残高 土地 千円

建物 千円

対応する債務残高 長期借入金 千円

３．運営費交付金から充当されるべき退職給付の見積額 千円

４．運営費交付金から充当されるべき賞与の見積額 千円

５．利益剰余金のうち、法人移行時における固有の会計処理等に起因するもの

①

附属病院に関する借入金の元金償還額の累計 千円

当該借入金により取得した資産の減価償却費の累計 千円

利益剰余金に与える影響額（差引き） 千円

②

千円

③

千円

④

千円

千円

60,816,091

9,949,426

16,198,145

8,406,526

1,160,992

　財務諸表等は、千円未満切捨てにより作成しております。ただし、「損失の処理に関する書類」については円単位で
表示しております。

1,703,944

　受託研究等収入により購入した償却資産については、当該研究期間を耐用年数としていましたが、改訂後の国立
大学法人会計基準等を適用し、当該研究の終了後も使用する予定である償却資産については、国立大学法人会計
基準上の一般的耐用年数を採用しています。
　この結果、当事業年度において、減価償却費が270,038千円減少しています。

　国からの承継時において、附属病院の財産的基礎と考えられる未収附属病院収入のうち、国からの出資で
なく譲与としたもの

741,903

　国からの承継時において、附属病院の財産的基礎と考えられる医薬品及び診療材料について、国からの出
資でなく譲与としたもの

363,089

36,775,904

　国からの承継時において、附属病院の建物、構築物等の時価評価等により、借入金見合いの資産の額が、
当該借入金に係る債務負担額を下回っていたこと等によるもの

57,398,625

23,012,901

34,385,724

　国立大学法人等が獲得した附属病院収益と診療機器等に係る減価償却費見合いの資産見返物品受贈額戻
入が二重になっていることによるもの

　法人移行時に国から承継した資産見返物品受贈額のうち、対応する資産の減価償
却費が診療経費に分類されるものに関する資産見返物品受贈額戻入額の累計

1,285,186
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（損益計算書関係）

１．当期総損失のうち、法人移行時における固有の会計処理等に起因するもの

①

千円

千円

千円

②

千円
千円

２．国及び地方公共団体等からの出向者に係る引当外退職給付増加見積額 千円

（キャッシュ・フロー計算書関係）

１．資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳

現金及び預金 千円

資金期末残高 千円

２．重要な非資金取引

（1）ファイナンス・リースによる資産の取得 千円

（2）割賦による物品の取得 千円

（3）寄贈による固定資産の取得 千円

（4）寄贈による少額備品等の取得 千円

　国からの承継時において、附属病院の建物、構築物等の時価評価等により、借入金見合いの資産の額が、当
該借入金に係る債務負担額を下回っていたこと等によるもの

　国立大学法人等が獲得した附属病院収益と診療機器等に係る減価償却費見合いの資産見返物品受贈額戻
入が二重になっていることによるもの

　法人移行時に国から承継した資産見返物品受贈額のうち、対応する資産の減価償
却費が診療経費に分類されるものに関する資産見返物品受贈額戻入額

-
△3,439,346

18,419,537

附属病院に関する借入金の元金償還額 1,177,798

当該借入金により取得した資産の減価償却費 4,617,144

当期総損失に与える影響額（差引き） △3,439,346

5,811

18,419,537

664,391

-

427,403

124,219
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（国立大学法人等の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコスト）
１．業務費用

（1）損益計算上の費用
（2）（控除）自己収入等
業務費用合計 千円

２．資本剰余金を減額したコスト等 千円

３．機会費用

政府出資の機会費用

千円

４．（控除）国庫納付額 千円

５．国立大学法人等の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコスト 千円

国立大学法人等の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコストの注記における機会費用の計上方法

（1）国等の財産の無償又は減額された使用料による賃借取引の機会費用の計算方法

　近隣の地代や家賃等を参考に計算しております。

（2）政府出資等の機会費用の計算に使用した利率

　１０年利付国債の令和６年３月末利回りを参考に0.725%で計算しております。

76,871,758
△ 56,215,943

20,655,814

2,281,110

国又は地方公共団体の無償又は減額された
使用料による貸借取引の機会費用

8

591,219

無利子又は通常よりも有利な条件による融資
取引の機会費用 - 591,228

-

23,528,153
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